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凡   例 

１ 比率（％）は，原則として計数ごとに小数点第２位未満四捨五入とした。

したがって，構成比率の合計が 100 とならないことがある。 

２ 各表中の符号等の用法は，次のとおりである。 

 (1) 「 ― 」：該当数値のないもの 

 (2) 「0.00」：該当数値はあるが，表示単位未満のもの 
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令和２年度宮城県後期高齢者医療広域連合 

一般会計・特別会計歳入歳出決算に関する審査意見 
 
第１ 審査の対象 

令和２年度 宮城県後期高齢者医療広域連合一般会計・特別会計歳入歳出決算 

 

第２ 審査の期間 

令和３年６月１４日から６月３０日まで 

 

第３ 審査の方法 

広域連合長から提出された「令和２年度一般会計・特別会計歳入歳出決算書」と，その附属書類

について関係法令に準拠して調製されているかを確認し，それらの計数を会計管理者所管の諸帳票

及び担当課から提出された決算資料等と照合するとともに，担当課長から説明を聴取し，さらに例

月出納検査の結果を踏まえて実施した。 

 
第４ 審査の結果 

審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算書及び附属書類は，いずれも関係法令に準拠し

て調製されており，それらの計数は関係諸帳簿と符合し正確であり，予算執行状況についても適正

であると認めた。 

決算の概要及び意見は，次に述べるとおりである。 
 
 １ 決算の総括 

   一般会計・特別会計歳入歳出決算総括は，第１表に示すとおりである。 

決算総額は歳入265,213,043,073円（一般会計737,444,072円，特別会計264,475,599,001円），

歳出253,295,595,309円（一般会計668,493,108円，特別会計252,627,102,201円）で歳入歳出差

引額は11,917,447,764円（一般会計68,950,964円，特別会計11,848,496,800円）となっている。 

   歳入の収入率は，予算現額に対し 100.97％（一般会計 99.99％，特別会計 100.97％），歳出の執

行率は，予算現額に対し96.43％（一般会計90.64％，特別会計96.45％）となっている。 

 

第１表 一般会計・特別会計歳入歳出決算総括表 

（単位：円・％） 

会 計 別 予 算 現 額 決　算　額 予算現額との比較
予算現額に
対する比率

歳入総額 Ａ 737,516,000 737,444,072 △ 71,928 99.99

歳出総額 Ｂ 737,516,000 668,493,108 △ 69,022,892 90.64

差引額 （Ａ－Ｂ） Ｃ 0 68,950,964 ― ―

歳入総額 Ⅾ 261,936,335,000 264,475,599,001 2,539,264,001 100.97

歳出総額 Ｅ 261,936,335,000 252,627,102,201 △ 9,309,232,799 96.45

差引額 （Ｄ－Ｅ） Ｆ 0 11,848,496,800 ― ―

歳入総額 Ｇ 262,673,851,000 265,213,043,073 2,539,192,073 100.97

歳出総額 Ｈ 262,673,851,000 253,295,595,309 △ 9,378,255,691 96.43

差引額 （Ｇ－Ｈ） Ｉ 0 11,917,447,764 ― ―

区　　　分

一般会計

特別会計

総　　計
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 ２ 一般会計 

  (1) 概況 

    一般会計の決算状況は，第２表に示すとおりである。 

    予算現額737,516,000円に対し，決算額は歳入737,444,072円（前年度比6.61％減），歳出 

   668,493,108 円（前年度比 8.10％減）で，歳入歳出差引額は 68,950,964 円（前年度比 10.81％

増）となっている。 

    翌年度に繰り越すべき財源がないため，実質収支も同額で，68,950,964 円の黒字となってい

る。 

 

第２表 一般会計決算収支状況 

（単位：円） 

区     分 令和２年度 令和元年度 増 減 額 

歳入総額 Ａ 737,444,072 789,604,701 △ 52,160,629 

歳出総額 Ｂ 668,493,108 727,379,304 △ 58,886,196 

差引額 （Ａ－Ｂ） Ｃ 68,950,964 62,225,397 6,725,567 

翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 0 0 0 

当年度実質収支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 68,950,964 62,225,397 6,725,567 

 

  (2) 歳入 

    款別の歳入決算状況は，第３表に示すとおりである。 

    予算現額737,516,000 円に対し，決算額は737,444,072 円で，予算現額を71,928 円（0.01％）

    下回り，前年度の決算額と比較し52,160,629円（6.61％）の減となっている。 

 収入未済額は0円である。 

 

第３表 款別歳入決算状況 

分 担 金 及

び 負 担 金

737,444,072 100.00 △ 6.61 789,604,701 100.00 △ 3.44 △ 52,160,629

（単位：円・％）

△ 7,785

合 計

△ 11.30 68,882

104.92 △ 49,267,577

0.01 △ 34.965 諸 収 入 61,097 0.01

3.16 △ 83.92 11,197,000

4 繰 越 金 62,225,397 8.44 △ 44.19 111,492,974 14.12

0.00 32.16 △ 25,267

3 繰 入 金 36,184,000 4.91 44.81 24,987,000

653,022,000 82.70 7.45 △ 14,057,000

2 財 産 収 入 8,578 0.00 △ 74.66 33,845

令和元年度

増 減 額

（Ａ）－（Ｂ）

決算額

（Ａ）
構成比

対前年度

増 減 率

決算額

（Ｂ）
構成比

対前年度

増 減 率

年度別

款別

1

令和２年度

638,965,000 86.65 △ 2.15
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第１款 分担金及び負担金 

市町村別の負担金状況は，第４表に示すとおりである。 

決算額は638,965,000円で，前年度と比較し，14,057,000円（2.15％）の減となっている。 

歳入総額に占める構成比は86.65％である。 

 

第４表 市町村別負担金状況 

（単位：円・％）

市町村名 負担金額 構 成 比 市町村名 負担金額 構 成 比

仙 台 市 247,277,307 38.70 柴 田 町 11,210,015 1.75

石 巻 市 42,089,063 6.59 川 崎 町 4,327,726 0.68

塩 竈 市 17,065,424 2.67 丸 森 町 6,258,651 0.98

気仙沼市 21,337,418 3.34 亘 理 町 10,433,221 1.63

白 石 市 11,595,025 1.81 山 元 町 5,640,428 0.88

名 取 市 19,533,990 3.06 松 島 町 6,211,853 0.97

角 田 市 10,042,766 1.57 七ヶ浜町 6,605,865 1.03

多賀城市 16,193,443 2.53 利 府 町 9,589,623 1.50

岩 沼 市 12,237,179 1.92 大 和 町 8,299,246 1.30

登 米 市 24,555,674 3.84 大 郷 町 4,159,711 0.65

栗 原 市 23,347,324 3.65 大 衡 村 3,357,583 0.53

東松島市 11,874,384 1.86 色 麻 町 3,719,465 0.58

大 崎 市 35,706,698 5.59 加 美 町 8,748,853 1.37

富 谷 市 12,377,140 1.94 涌 谷 町 6,443,387 1.01

蔵 王 町 5,350,974 0.84 美 里 町 8,795,052 1.38

七ヶ宿町 2,374,808 0.37 女 川 町 3,892,181 0.61

大河原町 7,729,036 1.21 南三陸町 5,671,941 0.89

村 田 町 4,912,546 0.77 合　　計 638,965,000 100.00
 

 

第２款 財産収入 

決算額は8,578円で，すべて基金に係る預金利子となっている。 

 

第３款 繰入金 

決算額は36,184,000円で，前年度と比較し，11,197,000円（44.81％）の増となっている。    

歳入総額に占める構成比は4.91％である。 

決算額の内訳は，標準システム運用事業及び予備費の財源とするための基金の取崩し分となっ

ている。 
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第４款 繰越金 

決算額は62,225,397円で，歳入総額に占める構成比は8.44％であり，前年度の歳入歳出差引

額（62,225,397円）と同額となっている。 

 

第５款 諸収入 

決算額は61,097円で，内訳は，預金利子12,689円及び雑入48,408円となっている。 

 

 (3) 歳出 

款別の歳出決算状況は，第５表に示すとおりである。 

予算現額 737,516,000 円に対し，決算額は 668,493,108 円で，執行率は 90.64％となっている。

前年度の決算額と比較し 58,886,196 円（8.10％）の減となっており，執行率については，前年度

（92.12％）より1.48ポイント下回っている。 

不用額は 69,022,892 円で，前年度の 62,243,696 円と比較し 6,779,196 円（10.89％）の増とな

っている。不用額の生じた主なものは，民生費49,926,181円となっている。 

予備費充用は0円となっている。 

 

第５表 款別歳出決算状況 

年度別

1議 会費 2,116,913 0.32 △ 8.37 84.10 2,310,203 0.32 8.74 72.35 △ 193,290

2総 務費 314,425,376 47.03 △ 13.10 97.31 361,810,692 49.74 19.20 98.20 △ 47,385,316

3民 生費 351,950,819 52.65 △ 3.11 87.58 363,258,409 49.94 △ 9.31 89.04 △ 11,307,590

4予 備費 0 0.00 ― 0.00 0 0.00 ― 0.00 0

合 計 668,493,108 100.00 △ 8.10 90.64 727,379,304 100.00 3.00 92.12 △ 58,886,196

（単位：円・％）

増 減 額

(Ａ)－(Ｂ)
対前年度

増 減 率

予算現額
に対する
比　　率

決算額

（Ｂ）
構成比

対前年度

増 減 率

予算現額
に対する
比　　率

令和２年度 令和元年度

決算額

（Ａ）
構成比

款別

 

 

第１款 議会費 

決算額は 2,116,913 円で，前年度と比較し 193,290 円（8.37％）の減となっており，歳出総額に

占める構成比は0.32％で，前年度（0.32％）と比較し同じである。 

不用額は400,087円（対予算現額比率15.90％）である。 

 

第２款 総務費 

決算額は314,425,376円で，前年度と比較し47,385,316円（13.10％）の減となっており，歳出

総額に占める構成比は47.03％で，前年度（49.74％）と比較し2.71ポイント下回っている。 

総務費のうち，派遣職員等負担金は206,803,593円で，大部分を占めている。 

不用額は8,696,624円（対予算現額比率2.69％）である。 
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第３款 民生費 

 決算額は 351,950,819 円で，前年度と比較し 11,307,590 円（3.11％）の減となっており，歳出

総額に占める構成比は52.65％で，前年度（49.94％）と比較し2.71ポイント上回っている。 

 決算額の内訳は，共通経費分として，すべて特別会計へ繰り出している。 

 不用額は49,926,181円（対予算現額比率12.42％）である。 

 

第４款 予備費 

予備費について充用はなかった。 

 

３ 特別会計 

 (1) 概況 

   特別会計の決算収支状況は，第６表に示すとおりである。 

   予算現額 261,936,335,000 円に対し，決算額は歳入 264,475,599,001 円（前年度比 1.66％減），

 歳出252,627,102,201円（前年度比3.50％減）で，歳入歳出差引額は11,848,496,800円（前年度

 比65.82％増）となっている。 

   翌年度に繰り越すべき財源がないため，実質収支も同額で，11,848,496,800 円の黒字となって

いる。 

 

第６表 特別会計決算収支状況 

（単位：円） 

区     分 令和２年度 令和元年度 増 減 額 

歳入総額 Ａ 264,475,599,001 268,946,911,551 △ 4,471,312,550 

歳出総額 Ｂ 252,627,102,201 261,801,554,478 △ 9,174,452,277 

差引額 （Ａ－Ｂ） Ｃ 11,848,496,800 7,145,357,073 4,703,139,727 

翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 0 0 0 

当年度実質収支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 11,848,496,800 7,145,357,073 4,703,139,727 

 

 (2) 歳入 

   款別の歳入決算状況は，第７表に示すとおりである。 

   予算現額261,936,335,000円に対し，決算額は264,475,599,001円で，予算現額を 

  2,539,264,001円（0.97％）上回り，前年度の決算額と比較し4,471,312,550円（1.66％）の減と

なっている。 

   不納欠損額は774,412円で，前年度の0円と比較し774,412円の皆増となっている。 

   収入未済額は4,059,233円で，前年度（4,925,958円）と比較し866,725円（17.60％）の減 

  となっている。内訳は，すべて第１０款諸収入・雑入の返納金である。 

    

 

 

 

 



 

 - 6 - 

第７表 款別歳入決算比較状況 

（単位：円・％）

増 減 額

決算額 構成比 対前年度 決算額 構成比 対前年度

（Ａ） 増 減 率 （Ｂ） 増 減 率 （Ａ）－（Ｂ）

特 別 高 額 医 療 費

共 同 事 業 交 付 金

財 政 安 定 化 基 金

借 入 金

年度別 令和２年度 令和元年度

43,737,950,698

款別

1 市 町 村 支 出 金 44,889,200,705 16.97 16.26 2.72 1,151,250,0072.63

2 国 庫 支 出 金 85,153,207,117 32.20 1.82 83,627,412,580 31.09 1.23 1,525,794,537

3 県 支 出 金 20,014,356,792 7.57 △ 1.69 20,359,137,964 7.57 1.99 △ 344,781,172

101,309,341,000 37.67 3.294 支 払 基 金 交 付 金 99,291,058,000 37.54 △ 2,018,283,000

5 83,257,696 0.03 33.42 62,403,138 0.02 △ 6.34 20,854,558

△ 1.99

6 財 産 収 入 115,441 0.00 △ 80.95 605,868 0.00 16.37 △ 490,427

7 繰 入 金 7,698,809,819 2.91 △ 23.63 10,080,764,409 3.75 20.22 △ 2,381,954,590

9,491,512,232 3.53 34.228 繰 越 金 7,145,357,073 2.70 △ 2,346,155,159

0.10

9 0 0.00 ― 0 0.00

3.85

― 0

△ 24.72

10 諸 収 入 200,236,358 0.08 △ 27.92 277,783,662

△ 4,471,312,550

36.92 △ 77,547,304

合　　計 264,475,599,001 100.00 △ 1.66 268,946,911,551 100.00

 

  

(3) 歳出 

   款別の歳出決算状況は，第８表に示すとおりである。 

   予算現額261,936,335,000円に対し，決算額は252,627,102,201円で，執行率は96.45％となっ

  ている。前年度の決算額と比較し9,174,452,277円（3.50％）の減となっており，執行率につい 

  ては，前年度（98.73％）より2.28ポイント下回っている。 

   決算額の中で，最も大きい割合を占めているのは，保険給付費 240,112,494,288 円(95.05％)で

  あり，その内訳は第９表に示すとおりである。 

   なお，保険給付費の決算額は，前年度（245,172,781,301円）と比較し5,060,287,013円（2.06％）

  の減となっている。 

   不用額は9,309,232,799円で，前年度（3,355,903,522円）と比較し5,953,329,277円（177.40％）

  の増となっている。不用額の生じた主なものは，保険給付費8,739,095,712円及び保健事業費 

  145,296,763円，諸支出金13,225,528円となっている。 

   予備費については，決算額は0円で，充用はない。 
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第８表 款別歳出決算状況 

（単位：円・％）

増 減 額
決算額 構成比 対前年度 予算現額 決算額 構成比 対前年度 予算現額
（Ａ） 増 減 率 に対する （Ｂ） 増 減 率 に対する （Ａ）－（Ｂ）

比　　率 比　　率

特 別 高 額医 療費

共 同 事 業拠 出金

252,627,102,201 100.00 △ 3.50 96.45 261,801,554,478 100.00 4.94 98.73 △ 9,174,452,277

0.00

7.15 82.03 21,392,7120.28

2.83 △ 24.72 99.99 9,492,062,100

0.30 2.90 83.94

3.635 基 金 積 立 金 7,145,472,514

6 公 債 費 0

4 保 健 事 業 費 759,236,237

3 85,108,225 0.03 21.65 94.55 69,960,549 0.03

737,843,525

92.77 15,147,676△ 8.19

△ 5,060,287,013

88.92

98.832 保 険 給 付 費 240,112,494,288 95.05 △ 2.06 96.49

28,777,9440.16 7.88 84.06 364,978,521

款別

1 総 務 費 393,756,465 0.14

年度別 令和２年度 令和元年度

34.23 100.00

245,172,781,301 93.65 3.54

△ 11.30

△ 2,346,589,586

- 0.00 0 0.00 - 0.00 0

7 諸 支 出 金 4,131,034,472 1.64 △ 30.73 96.92 5,963,928,482 2.28 34.44 99.56 △ 1,832,894,010

0.00 - 0.00 0 0.00

合　　計

- 0.00 08 予 備 費 0

 

 

 

第９表 保険給付費内訳 

（単位：円・％）

増 減 額

決算額 構成比 対前年度 決算額 構成比 対前年度

（Ａ） 増 減 率 （Ｂ） 増 減 率 （Ａ）－（Ｂ）

高 額 介 護

合 算 療 養 費

240,112,494,288 100.00 △ 2.06 245,172,781,301 100.00 3.54 △ 5,060,287,013

△ 84.50

審 査 支 払手 数料 515,259,525 0.21

0.008,250 △ 81.94 45,670

1.96

令和元年度

訪 問 看 護療 養費 1,506,455,152

科目

療 養 給 付 費

年度別 令和２年度

234,979,191,550

△ 12.63 589,761,852 0.24

0.63 16.98 1,287,761,107 0.53

△ 74,502,327

1,945,674,281 0.81 △ 2.91 2,003,896,078 0.82 2.38 △ 58,221,797高 額 療 養 費

移 送 費

97.86 △ 2.15 240,147,608,709

△ 37,420

17.38 218,694,045

97.95 3.48 △ 5,168,417,159

0.00

13,809,1810.10

0.00 皆増 0 0.00 - 138,464

0.11 5.67

合　　計

傷 病 手 当 金 138,464

19.18257,567,066 243,757,885

0.37 1.72 8,250,000葬 祭 費 908,200,000 0.38 0.92 899,950,000
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４ 財産の状況 

財産の決算年度中における増減高及び決算年度末現在高は，以下のとおりである。 

 

公有財産・債権 

決算年度中に取得した公有財産及び債権はない。 

物 品 

取得価額１百万円以上の物品は，決算年度中の増減はなく，決算年度末現在は書庫類１点の

みである。 

基 金 

基金の種類別増減及び決算年度末現在高は第１０表に示すとおりである。 

 

第１０表 基金の種類別増減及び決算年度末現在高 

（単位：円） 

            年度別 

区分 
前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高 

財政調整基金 509,947,907 26,049,975 535,997,882 

後期高齢者医療給付費準備基金 6,371,644,235 △ 201,386,486 6,170,257,749 

 

○財政調整基金 

決算年度末現在高は，前年度末現在高に比し26,049,975円増加している。これは62,233,975

円が積み立てられ36,184,000円の取崩しがあったものである。 

    なお，決算年度末現在高はすべて普通預金となっている。 

 

○後期高齢者医療給付費準備基金 

決算年度末現在高は，前年度末現在高に比し 201,386,486 円減少している。これは

7,145,472,514円が積み立てられ7,346,859,000円の取崩しがあったものである。 

なお，決算年度末現在高はすべて普通預金となっている。 
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５ むすび 

 

  令和２年度一般会計及び特別会計の決算総額は，歳入265,213,043,073円，歳出253,295,595,309

円で，前年度と比較し歳入は1.68％の減，歳出は3.52％の減となっている。 

 

このうち一般会計は，歳入737,444,072円，歳出668,493,108円で，前年度と比較し歳入は6.61％

の減，歳出は8.10％の減となっている。 

歳入の主なものは，広域連合規約第１７条第１項第１号の規定に基づく関係市町村からの負担金と

なっている。歳出の主なものは，職員人件費に係る負担金等広域連合の運営及び管理に関する経費並

びに後期高齢者医療制度に係る事務の経費としての特別会計への操出金となっている。 

 

特別会計は，歳入264,475,599,001円，歳出252,627,102,201円で，前年度と比較し歳入は1.66％

の減，歳出は3.50％の減となっている。 

歳入の主なものは，現役世代からの保険料支援金である支払基金交付金，国庫支出金，県支出金及

び被保険者の保険料を含む市町村支出金となっている。歳出の主なものは，保険給付に係る経費や，

健康診査の実施に係る経費，後期高齢者医療給付費準備基金への積立てなどである。 

特別会計の不納欠損額は774,412円で，収入未済額は4,059,233円となっている。この内訳は，第

１０款諸収入・雑入の返納金であり，前年度と比較し不納欠損額は皆増，収入未済額は 17.60％の減

となっている。 

収入未済額については，適正な債権管理を行い，債務者の実態に応じた適切な措置を講じるなど，

収入未済額の縮減を図ることが必要であり，それでも収入未済となり，結果として不納欠損処分とす

る場合には，慎重かつ適正な取扱いが必要である。今後も財政の健全運営及び負担の公平性確保の観

点から，引き続き，未収金発生の未然防止と早期回収の適切な措置を講じ，収入未済額の縮減に努め，

不納欠損の判断に当たっては，慎重かつ厳正な対応を望むものである。 

 

  近年，国ではこれまでの社会保障の構造を見直し，全ての世代で広く安心を支えていく「全世代対

応型の社会保障制度」を構築するため，様々な社会保障改革の措置が進められている。 

広域連合においては，社会情勢や国の取り組み等を踏まえ，的確な基礎数値に基づく予算編成や計

画的な資金収支に留意し，確実かつ効率的な運用に努め，被保険者が安心して医療を受けることがで

きるよう持続可能な制度運営及び財政運営に全力で取り組んでいただきたい。 

また，広域連合は，制度の運用に当たり，保険料の賦課や給付業務，各種申請の受付や保険料の徴

収等，市町村と役割分担をしながら実施していることから，今後とも構成市町村及び関係機関と緊密

な連携を図り，保険料の収納率の向上や円滑な医療給付について引き続き尽力され，公正かつ適正な

事業運営に一層努力されることを望むものである。 


